
	
 

様式 C-19	
 

科学研究費補助金研究成果報告書	
 

平成	
 23年	
 6月	
 1日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）： 
	
 従来の知能検査は環境に依存しない個人の知的能力を測定するものであり，個人に必要な具
体的支援や，支援の結果の能力向上について評価できるものではなかった．本研究では支援技
術の適用による能力の向上を評価し，どのような支援技術がどのような認知能力および生活能
力・就労能力を向上させるか整理した．結果，支援技術の適用による能力の向上と困り感の解
消が示され，支援技術利用を含めた能力評価を実施する必要性とが示唆された． 
 
研究成果の概要（英文）： 
	
 Traditional intelligent assessment batteries can assesse only personal cognitive 
potential ability. In this study, the magnitude of the change of the assessed score with 
assistive technologies was researched. Most of participants with mental retardation / 
developmental disability could rise the score with assistive technologies. Based on the 
result and interview the participants, useful assistive technologies for them were 
discussed and organized.   
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研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：教育学・特別支援教育 
キーワード：知的障害，知能検査，支援技術 
 
１．研究開始当初の背景 
	
 本研究の背景には，知的障害という症候群
をいかに理解すればよいのか，という問いが
ある．これまでの知能検査に基づいた知的障
害の能力評価や分類には問題があり，そのた
めに知的障害者の研究と社会参加が遅れて
きた．従来の知能検査による評価は知的障害
の特徴を捉えるのに不十分である．それは，

従来の知能検査の方法では，個人差の大きい
知的障害者の機能障害を適切に把握するこ
とが困難なためである．知的障害は原因の特
定が困難な症候群であり，条件の統制が求め
られる基礎研究ベースにのせることが難し
い．そのため，より明確な機能障害である自
閉症や読み・書き障害などに比べ，研究が進
んでおらず，応用研究としても教育支援プロ
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グラムや，技術開発のためのアプローチがで
きなかった． 
	
 申請者は，上記問題の原因に，画一的な知
能検査法の適用によって知的障害の能力評
価を行ってきたことがあると考えている．過
去の研究の歴史をたどると，知能検査は知的
水準を測定するために開発された．そして現
代では，知能指数によって知的障害者を区分
し，障害の程度を評価するために用いられて
きた．すなわち，これまでの知能検査方法は，
知的障害者の支援のためではなく，管理のた
めにあったと換言できる． 
	
 これまでの知能検査では，ある特定の課題
が「特定の教示と方法に従って遂行できたか
否か」によって能力評価がなされてきた．は
たしてこの方法で，知的障害者と認定された
人々の能力を本当に評価できるのだろうか．
知能検査には，下位検査として複数の検査が
含まれ，これによって想定された複数の機能
を測定できるとされている．しかしながら，
その検査実施方法では，検査で測定される機
能以外の機能が必要になることがある．たと
えば，教示さえ理解できれば遂行できたかも
しれない課題であっても，普段慣れ親しまな
い言葉による画一的教示のせいで，教示が理
解できず，結果として課題が遂行できない場
合もある．これは果たして，知的障害者の能
力を適切に評価しているといえるのだろう
か．このことは，別のアプローチをとれば，
「知能指数があがる」可能性を示している． 
	
 このようなことを考えた場合，知的障害者
の能力評価は現在の知能検査の方法だけで
は不十分であることがわかる．本当に知的障
害者の能力を適切に評価するには，特定の機
能を測定する課題において，課題の遂行が困
難な場合，教示の工夫やテクノロジー・エイ
ドを用いたうえで，本当にその課題が遂行で
きないかどうかを検討する必要があるだろ
う．もし，教示の工夫やテクノロジー・エイ
ドの利用によって課題の遂行が可能になっ
たならば，そのとき補償・代替された能力こ
そが，知的障害者に不足していた能力だと考
えることができるだろう． 
	
 教示の工夫やエイド，テクノロジーツール
などを用いて知能検査を行うことで，知的障
害者の能力を評価することができれば，真の
意味で知的障害者個人個人の機能障害につ
いて議論できるようになる．現在の「知的障
害」は，あくまで症候群である．つまり，知
的障害者個人ごとに，抱える機能障害は異な
る．そのため，多くの基礎研究において，結
果が一般化できず，支援に結びつけることが
難しかった．しかしながら，上記方法によっ
て知的障害者個人ごとの機能障害を正しく
評価できるならば，将来的には知的障害者の
もつ複数の機能障害の特徴の把握と類型化
が可能になるだろう．  

２．研究の目的 
	
 本研究の目的は，従来とは異なる知的障害
の能力評価の方法を提案することにある．そ
のため，以下の 2点について明らかにするこ
とを目的とする． 
①	
 知的・発達障害者児／者に知能検査を実
施する際に，支援技術や教示を変更する
ことで，評価点が変化するか検討する． 

②	
 知的・発達障害児／者における認知機能
支援や困り感の解消に有効な支援技術に
ついて整理する． 

 
３．研究の方法 
	
 本研究の目的を達するため，本研究では以
下の２点から検討した．	
 
	
 
(A) 知的・発達障害当事者に対する支援技術
適用および教示変更の有無による知能検
査結果の変化の検討	
 

参加者：知的・発達障害児・者 10 名	
 
手続き：知的・発達障害児・者に対して，ウ
ェクスラー式知能検査（15 歳以下の者に対し
ては WISC-Ⅲを，16 歳以上の者に対しては
WAIS-R および WAIS-Ⅲ）を実施し，一通りの
検査を終えて後，個人のプロフィールに応じ
た支援技術を適用，および質問方法を変えて
どの程度尿加点が向上するか検討した．	
 
	
 
(B) 知的・発達障害当事者に対する実際の就
学／就労場面での困り感の整理と，それ
ら困り感に対する有効な支援技術の整理．	
 

参加者：知的・発達障害のある児童 9 名と，
就労経験のある成人発達障害当事者 26 名	
 
手続き：就学場面，および就労場面における
困り感と，それに対する支援技術の利用状況
について聞き取り調査を行った．	
 
	
 
	
 なお，上記全ての調査において，成人参加
者に対しては本人に，児童参加者に対しては
本人と保護者に対し，本研究の目的とデータ
の取り扱いについて説明したうえで，了承を
得た．	
 
	
 
４．研究成果	
 
(A) 知的・発達障害当事者に対する支援技術
適用および教示変更の有無による知能検
査結果の変化の検討（論文４，６）	
 

	
 
	
 調査の結果，支援技術の適用と，認知障害
の種類と程度に応じた適切な情報の提示が
あれば，評価得点が向上することが明らかに
なった（図１参照）．なお，有効だった支援
技術および教示変更の一部を表１に示す．	
 
	
 
	
 
	
 
	
 



	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
図 1．男児 A（10 歳）の知能検査結果（上）
と改変した手続きを適用した男児 Aの知能検
査結果（下）	
 
	
 
	
 
表１．評価点の向上に有効だった支援技術お
よび教示の工夫	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 

(B) 知的・発達障害当事者に対する実際の就
学／就労場面での困り感の整理と，それ
ら困り感に対する有効な支援技術の整理
(論文１,２,３,５)	
 

	
 
	
 当事者への聞き取り調査の結果，困り感に
応じて，有効な支援技術が多く得られた．ま
た．それらは専用の支援技術として開発され
たものよりもむしろ，一般的に市販されてい
る家電製品の特定の機能の組合せであるこ
とが示された（表 2）．そしてそれら技術の組
合せと，適切な環境調整が，知的・発達障害
のある人にとって，自身の能力を活かして活
動できる条件になっていることが示された．	
 
	
 
	
 以上を踏まえ，今後は支援技術利用を含め
た能力評価が重要となり，能力観を変えてい
く必要性がある（図２）事が示唆された．	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 
	
 

図 2．これからの能力観	
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表２．就業場面でよくみられる発達障害のある人の困り感と有効な支援技術 


